
女性の職業選択に資する情報の公表

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第21条関係）

　採用した職員に占める女性職員の割合（令和4年4月2日～令和5年4月1日採用）

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

　平均した継続勤務年数の男女の差異（令和5年4月1日現在）

（注釈）年数の端数は四捨五入で算定。任期のある職員等を除く。

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

（注釈）年数の端数は四捨五入で算定。任期のある職員等を除く。

　管理的地位及び各役職段階に占める女性職員の割合（令和5年4月1日現在）

主事級 745 人 688 人 1433 人 52.0% 0.5%㌽

主任級 503 人 579 人 1082 人 46.5% △0.3%㌽

副主査級 483 人 755 人 1238 人 39.0% 2.4%㌽

係長級 155 人 423 人 578 人 26.8% 2.1%㌽

課長補佐級 139 人 397 人 536 人 25.9% 0.3%㌽

課長級 55 人 238 人 293 人 18.8% 3.5%㌽

部長級 11 人 73 人 84 人 13.1% 6.1%㌽

局長級 5 人 22 人 27 人 18.5% 3.7%㌽

各役職段階 女性 男性 合計 女性比 伸び率（R5.4.1-R2.4.1）

課長級以上 71 人 333 人 404 人 17.6%

管理的地位 女性 男性 合計 女性比

学校教職員 15 年 17 年 16 年 △ 2 年

職員のまとまり 女性 男性 平均 差異（女性-男性）

会計年度任用職員 2 人 2 人 4 人 50.0%

一般職員 16 年 19 年 17 年 △ 3 年

職員のまとまり 女性 男性 平均 差異（女性-男性）

※学校教職員は，標準法に規定する小学校，中学校，義務教育学校，高等学校の教職員のうち，再任用短時間勤務職員，
任期付短時間勤務職員，臨時的任用職員，会計年度任用職員を除く教職員（以下同様）。

臨時的任用職員 305 人 139 人 444 人 68.7%

任期付短時間勤務職員 10 人 0 人 10 人 100.0%

学校教職員 93 人 71 人 164 人 56.7%

職員のまとまり 女性 男性 合計 女性比

※一般職員は，学校教職員，再任用短時間勤務職員，任期付短時間勤務職員，臨時的任用職員，会計年度任用職員を除
く職員（以下同様）。

会計年度任用職員 1398 人 456 人 1854 人 75.4%

一般職員 127 人 115 人 242 人 52.5%

臨時的任用職員 5 人 0 人 5 人 100.0%

任期付短時間勤務職員

岡山市

職員のまとまり 女性 男性 合計 女性比

40 人 16 人 56 人 71.4%



＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

【教育職員】

【教育職員以外】

　男性の出産補助休暇、子育て休暇取得率（令和4年度実績）

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

　男女別の育児休業取得率（令和4年度実績）

取得期間の状況

職員のまとまり 女性 男性

一般職員 100.0% 56.7%

学校教職員 85.5% 80.3% 56.2%

職員のまとまり 出産補助休暇 子育て休暇 合計５日以上取得率

一般職員 90.7% 99.2% 97.7%

職員のまとまり 出産補助休暇 子育て休暇 合計５日以上取得率

主事級 41 人 15 人 56 人 73.2%

副主査級 20 人 1 人 21 人 95.2%

主任級 12 人 3 人 15 人 80.0%

課長補佐級 2 人 0 人 2 人 100.0%

係長級 26 人 4 人 30 人 86.7%

部長級 0 人 0 人 0 人 0.0%

課長級 1 人 0 人 1 人 100.0%

各役職段階 女性 男性 合計 女性比

局長級 0 人 0 人 0 人 0.0%

教諭級 1637 人 1082 人 2719 人 60.2%

助教諭級 - - 0 人 0.0%

教頭級 56 人 98 人 154 人 36.4%

主幹教諭級 36 人 44 人 80 人 45.0%

各役職段階 女性 男性 合計 女性比

校長級 31 人 94 人 125 人 24.8%

管理的地位 女性 男性 合計 女性比

教頭級以上 87 人 192 人 279 人 31.2%

１年以下
17.5%

１年超

１年半以下
10.0%

１年半超

２年以下
8.8%

２年超
63.8%

＜女性（一般職員）＞

１週間未満
43.1%

１週間以上

２週間未満
20.8%

２週間以上

1月以下
15.3%

１月超
20.8%

＜男性（一般職員）＞



＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

取得期間の状況

　職員一人当たりの一月当たりの超過勤務時間（令和4年度実績）

【時間外勤務が月60時間超の職員数】

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞ ※学校事務職員に限る。

　年次休暇取得率（令和4年度実績）

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

学校教職員 14.1日 70.6% 7.8%

職員のまとまり 平均取得日数 取得率 取得日数が５日未満の職員割合

一般職員 13.0日 65.0% 4.3%

職員のまとまり 平均取得日数 取得率 取得日数が５日未満の職員割合

年平均 6.6時間 

10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

5.3時間 6.4時間 4.1時間 5.1時間 5.9時間 12.1時間 

12.1時間 7.1時間 7.2時間 6.9時間 1.7時間 4.8時間 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

平均

64 人 56 人 34 人 38 人 38 人 97 人 66 人

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

118 人 69 人 73 人 108 人 51 人 56 人

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

11.8時間 13.5時間 13.0時間本庁外勤務職員 10.9時間 12.8時間 13.2時間 13.9時間

本庁勤務職員 16.4時間 15.6時間 12.8時間 14.0時間 14.1時間 17.2時間 16.2時間

全体 12.7時間 13.7時間 13.1時間 13.9時間 12.5時間 14.7時間 14.0時間

３月 年平均

11.5時間 13.6時間

10月 11月 12月 １月 ２月

14.6時間

16.7時間

全体 15.5時間 16.6時間 12.3時間 17.0時間 11.9時間

本庁外勤務職員 12.9時間 15.9時間 10.7時間 15.1時間

本庁勤務職員 20.8時間 17.9時間 15.6時間 20.8時間 12.7時間

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

職員のまとまり 女性 男性

学校教職員 100.0% 26.9%

１年以下
23.0%

１年超

１年半以下
14.0%

１年半超

２年以下
9.0%

２年超
54.0%

＜女性（学校教職員）＞ １週間未満
19.0%

１週間以上

２週間未満
14.3%

２週間以上

1月以下
9.5%

１月超
57.1%

＜男性（学校教職員）＞



　職員に占める女性職員の割合（令和5年4月1日現在）

＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

会計年度任用職員 2 人 2 人 4 人 50.0%

臨時的任用職員 305 人 139 人 444 人 68.7%

任期付短時間勤務職員 21 人 1 人 22 人 95.5%

再任用短時間勤務職員 31 人 23 人 54 人 57.4%

学校教職員 1862 人 1341 人 3203 人 58.1%

職員のまとまり 女性 男性 合計 女性比

会計年度任用職員 1398 人 456 人 1854 人 75.4%

556 人 23.0%

臨時的任用職員 5 人 0 人 5 人 100.0%

任期付短時間勤務職員 117 人 34 人 151 人 77.5%

一般職員 2096 人 3175 人 5271 人 39.8%

職員のまとまり 女性 男性 合計 女性比

再任用短時間勤務職員 128 人 428 人



女性の職業選択に資する情報の公表

（女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第21条関係）

　職員の給与の男女の差異（令和4年度実績）

１．全職員に係る職員区分別情報

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

(1) 役職段階別

(2) 勤続年数別

【説明欄】

小・中・高・義務教育学校教職員については別掲とする。

＊勤続年数は，採用年度を勤続年数１年目とし，情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。

６～１０年 88.9%

１～５年 89.9%

２１～２５年 91.9%

１６～２０年 87.6%

１１～１５年 90.4%

３６年以上 93.3%

３１～３５年 97.8%

２６～３０年 94.2%

勤続年数 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁課長補佐相当職 97.7%

本庁係長相当職 98.7%

役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁部局長・次長相当職 100.5%

本庁課長相当職 100.0%

任期の定めのない常勤職員以外の職員 78.7%

＊地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については，各地方公共団体の条例で定める給料
表に基づき決定されており，同一の級・号給であれば，同一の額となっている。

全職員 70.7%

岡山市

職員区分 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

任期の定めのない常勤職員 88.3%

○任期の定めのない常勤職員の給与差異について

【要因】

・過去の採用における男女比（50代後半で女性の割合が少ない），昇任の男女差（女性の方が少なく遅い），離職率の男女比

（女性の方が高い）により，役職者に占める男性の割合が高く，また勤続年数も男性の方が長いため，任期の定めのない常勤

職員全体で比較すると女性の給与が男性に比べて低い。

・扶養手当の受給が男性に多い。

【今後の取組】

ワークライフバランスの実現に向けた環境整備と，女性登用の推進を引き続き進めていく。

○その他

・雇用形態が日々雇用となっている会計年度任用職員は対象に含まない。



　＜小・中・高・義務教育学校教職員＞

１．全職員に係る職員区分別情報

２．「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報

(1) 役職段階別

①教育職員

②教育職員以外

(2) 勤続年数別

【説明欄】

＊勤続年数は，採用年度を勤続年数１年目とし，情報公表の対象となる年度までの年度単位で算出している。

１１～１５年 90.3%

６～１０年 89.9%

１～５年 92.9%

２６～３０年 93.5%

２１～２５年 93.8%

１６～２０年 92.1%

勤続年数 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

３６年以上 94.8%

３１～３５年 94.8%

本庁課長相当職 －

本庁課長補佐相当職 －

本庁係長相当職 98.9%

主幹教諭級 95.8%

役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

本庁部局長・次長相当職 対象者なし

役職段階 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

校長級 97.8%

教頭級 96.9%

＊地方公共団体における「任期の定めのない常勤職員」の給料については，各地方公共団体の条例で定める給料
表に基づき決定されており，同一の級・号給であれば，同一の額となっている。

任期の定めのない常勤職員 91.1%

任期の定めのない常勤職員以外の職員 106.6%

全職員 93.1%

職員区分 男女の給与の差異
（男性の給与に対する女性の給与の割合）

○任期の定めのない常勤職員の給与差異について

【要因】

・高年齢層の職員に男性の割合が高く，男性職員は女性職員に比べ，役職が上位の職員割合が多い。

・扶養手当の受給が男性に多い。

【今後の取組】

ワークライフバランスの実現に向けた環境整備と，女性登用の推進を引き続き進めていく。

○その他

・雇用形態が日々雇用となっている会計年度任用職員は対象に含まない。

・２．（１）役職段階の②教育職員以外において，本庁部局長・次長相当職の区分は対象者なし。また本庁課長相当職及び本

庁課長補佐相当職の区分には男性職員がいないため，「－」と記載する。


